
事業番号 - - -

（ ）

新型コロナウイルス感染症の影響により、高校生の国際交流が大きな打撃を受ける中、高校生の留学機運向上のため、留学支援等の取組を行っていく必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

519.5

(目)

(目)

0.6

　

　

　

(目)

0.4 0.4

0.6

国際文化交流促進費補助金

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
25%

主な増減理由（・要望額・予備費）

7%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ryugaku/koukousei/1323960.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 141.4

515.1

57%

0.1

執行率（％）
=(G)/(F)

25% 7% 57%

国際交流・協力推進費

(目)

2023 文科 22 0475

文部科学省

政策 13　豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

事業の目的
（5行程度以内）

高校生の国際交流は、異文化理解や友好親善を促進するものであり、特に留学は、外国語（英語）の運用能力の強化、コミュニケーション能力の向上など、グローバル人材の育成
に効果がある。グローバル人材育成のため、高校生等に国際的な視野を持たせるとともに、海外留学への機運を高める取組を行い、高校生の留学を促進する。

国際教育課
国際教育課長
中野　理美

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

・「新たな教育振興基本計画」令和5年6月16日閣議決定
・教育再生実行会議「これからの大学教育等の在り方について（第三次提
言）」平成25年5月28日
・「『日本再興戦略』改訂2015-未来への投資・生産性革命-」平成27年6月30
日閣議決定

事業名 社会総がかりで行う高校生留学促進事業 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 13-1 国際交流の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20220228-mxt_kanseisk02-
000019646.pdf

10/10

平成26年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) ▲139.2 ▲81.4 -

-

-

519.5

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 165.2 139.5 137.6 141.4 519.5

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

地方公共団体や高校生の留学・交流を扱う民間団体等が主催する海外派遣プログラムへの参加を対象に、都道府県を通じて留学経費の支援を行う。対象となる留学は、原則10
日以上１か月未満で、学校単位での応募とする。併せて、海外留学への機運を高める取組として、国際交流や留学への関心を喚起するための啓発活動、教員向けの研修、留学
に関する各種相談や関係機関との調整等に対応する留学支援員の配置などを行う 都道府県を支援する。また、海外で日本語を専攻している外国人高校生を6週間程度招致し
て、日本の高等学校に体験入学させて交流する取組を、高校生の留学・交流を扱う民間団体を通じて実施する。
これらの取組を全ての予算の範囲内において定額にて補助する。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 6.5 3.9 77.9

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

26 58.1 137.6 141.4

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 庁費 3.3

翌年度へ繰越し（D) - - - -

140.3

0.1

高校生留学のための経費支援を厚くすることにより、さらなる留学機運の
醸成を図る。

重要政策推進枠　472百万円



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

120,000

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

人 - 3,118 -

目標値 人 - 46,869 60,000

達成度 ％

将来留学したいと思う日本人高校生の
増加

将来留学したいと思う高校生
の割合

成果実績 ％ - 34.7

-

地方公共団体や高校生の留学・交流を扱う民間団体等が主催する海外派遣プログラムへの参加を対象に、都道府県を通じて留学経費の支援を行う。併せて、海
外留学への機運を高める取組として、国際交流や留学への関心を喚起するための啓発活動、教員向けの研修、留学に関する各種相談や関係機関との調整等に
対応する留学支援員の配置等を行う 都道府県を支援する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果実績：文部科学省調査「高等学校等における国際交流等の状況について」
目標値：
＜令和3年度＞文部科学省調査「高等学校等における国際交流の状況について」における平成29年度実績
＜令和15年度＞第4期教育振興基本計画における2033年の目標人数
※調査は隔年実施のため、令和4年度の調査実施予定なし。

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 人

- -

1,500

活動目標 活動指標

-

年度

36.8 -

定量的な成果指標 単位

人 -

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

留学経費の一部支援
国の留学経費の支援を受け
て、留学した生徒の数

活動実績

15 年度

日本人高校生の海外留学生数の増加
日本人高校生の海外留学生
数

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果実績：文部科学省調査「高等学校等における国際交流等の状況について」
目標値：
＜令和3年度＞文部科学省調査「高等学校等における国際交流の状況について」における平成29年度調査結果
＜令和15年度＞新型コロナウイルス流行による影響が出る前の平成29年度時点における留学したいと思う高校生数及び実際の留学生数から、第4期教育振興基
本計画における2033年の目標である120,000人を達成するために必要な留学したいと思う高校生の割合を設定
※調査は隔年実施のため、令和4年度の調査実施予定なし。

令和2年度 令和3年度

6.7

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

-

94

15

当該事業による、日本の高校生の留学意欲が向上が実際の留学生数の増加につながっているかを測る目標として設定。

-

-％

-

目標値 ％ -

94.3 -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

454

当該事業で短期留学を行った生徒が周囲の生徒へ留学の意義等を伝えること、都道府県が実施する取組に参加すること、招聘した留学生と国際交流を行うことに
より、日本の高校生の留学意欲が向上につながっているかを図る目標として設定。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

-- 1,360

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-

- 892 - -

目標値 人 - - - 20,000

達成度 ％ - - - -

成果実績 人

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果指標：文部科学省調査「高等学校等における国際交流等の状況について」
目標値：＜令和15年度＞第4期教育振興基本計画における2033年の目標人数

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

15 年度

高校段階での外国人留学生数の増加
高校段階での外国人留学生
数

- - 100 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

成果指標：事業実施団体による参加者へのアンケート
目標値：国費を使用しての事業であることから、当該事業により日本へ招致した高校生については満足度100%を目標とする。

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

当該事業により日本に招聘した高校生の満足度の向上が実際の留学生の増加につながっているかを測る指標として設定

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
当該事業により日本に招致した高校生の満足度を図る目標として設定。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

9 年度

当該事業により日本に招致した高校生
の満足度の増加

当該事業により日本に招致し
た高校生の満足度

成果実績 ％ - - 100 -

目標値 ％ 100 100 100 100

達成度 ％

活動内容②
（アクティビティ）

海外で日本語を専攻している外国人高校生を６週間程度招致して、日本の高等学校に体験入学させて交流する取組を、高校生の留学・交流を扱う民間団体を通
じて実施する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

海外で日本語を専攻している外国人高
校生を招致する。

外国人高校生の招致人数
活動実績 人 - - 108 - -

当初見込み 人 117 117 115 115 -

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

-



-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 新26-0042

備考

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 新26-0044

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

令和4年度決算における不用額は新型コロナウイルス感染症の影響による渡航中止等によるものであり、令和５年度においては多額の不用額は生じない見込み
である。事業の目的を踏まえた事業の着実な実施とともに、効率的かつ適正な予算執行に努める。																																											

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

420

平成30年度 409

平成23年度 -

隔年で実施している「高等学校等における国際交流等の状況調査」や事業の成果報告を通じ、各自治体における高校生の留学・国際交流を適切に把握し、事業
効果の最大化を図るために必要な見直しを行う。
令和5年度については、新型コロナウイルス感染症による渡航制限が緩和されていることから、多額の不用額は生じない見込みである。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 402

平成29年度 409

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0402

0426

令和4年度 2022 文科 21 0431

2021 文科

上記への対応状況

＜対応状況の概要＞
・令和2年度予算において、短期の留学経費への支援単価を増額するとともに、高校生留学のための啓発活動や研修等にかかる経費を支援することにより、さらな
る留学機運の醸成を図る。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0401

■令和元年度公開プロセス（事業番号0401・社会総がかりで行う高校生留学促進事業）
＜結果＞
　事業内容の一部改善　（委員6名の内訳、事業全体の抜本的な改善（積極的に予算を増やして事業を展開すべき）２票、事業内容の一部改善４票）
＜とりまとめコメント＞
・助成が必要となるのは、アンケート結果から見れば経済的に厳しいという理由で留学を断念している層であることは明らかなので、そこに重点を置いた改善策に改めるべきであ
る。
・社会の実態に応じた形で、支援対象、支援内容を抜本的に見直す必要がある。
・所得によって補助額を変える検討をすべきである。財政の技術的なことで減額されることは本質的ではないので、予算の増額に向けてしっかりと取り組むべきである。
・研修旅行と留学の違いについて、これからの見直しに当たって適切に整理されたい。
・地方自治体において、独自支援策を講じていない自治体にはインセンティブが必要であり、併せて既に行っている自治体においても効果がすぐに見えにくいところもあるため、しっ
かり国がサポートすることが重要である。

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和16年度実施)

-
点検結果

初等中等教育段階におけるグローバル人材の育成については、国際社会で活躍できる我
が国人材の増加に寄与するために必要不可欠な事業であり、優先度は高い。昨年度は新
型コロナウイルス感染症の影響により国費高校生留学促進事業が実施できなかった学校も
あったが、これはやむを得ない事情だと考える。
令和4年度の執行率が57%となっているが、これは新型コロナウイルス感染症の影響により、
国費高校生留学促進事業が実施できない学校があったことが要因である。

この事業は、令和４年度決算において不用額が生じていることから、不用額が生じた要因の分析やこれまで得られた成果を踏まえ、目指すべき成果を見据えなが
ら事業の再構築を図りつつ、令和６年度概算要求においても、積算単価を再検証するなど、引き続きコスト削減に努めるべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省 77.9百万円

地方公共団体や学校等が主催する海外派遣プログラムへ参加する

高校生を対象に、都道府県を通じて支援する。併せて、海外留学へ

の機運を高めさせる取組みとして、留学フェア等を開催する都道府県

を支援する。

また、海外で日本語を専攻している外国人高校生を6週間程度招致

して、日本の高校に体験入学させて交流する取組を、高校生の留学・

補助金等交付

A 都道府県教育委員会等（全18
機関） 32.1百万円

国際文化交流促進費補助金

国費高校生留学促進事業

留学を希望する生徒を選抜し、地方公共

団体や学校等が主催する海外派遣プログ

ラムへの参加する高校生に留学経費を支

給する。

B 民間団体（全2機関） 30.2百万

円

国際文化交流促進費補助金

異文化理解ステップアップ事業

日本語を専攻している外国人高校生を日

本に招致し、日本の一般家庭にホームステ

イしながら日本の高校に体験入学し、語学

学習、交流活動等を実施する民間団体の

補助金等交付 補助金等交付

C 都道府県教育委員会（全8機

関） 15百万円

国際文化交流促進費補助金

国際交流・留学環境整備事業

高校生留学を推進するための啓発活動

や研修などを都道府県が主体的に実施し、

国際交流や留学への関心を喚起すること

で留学等への機運を醸成する。

諸謝金 0.4百万円

職員旅費 0.1百万円 を含む



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

2.9

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

留学支援金 高校生に対する留学支援金交付 3.6 旅費 招致生徒国際航空運賃、日本国内移動費 16.3

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

借損料

計 3.6 計 20.4

オリエンテーション等 0.7

自己負担

賃金 日本プログラムスタッフ等

▲1.2

諸謝金 講師料

会場・宿泊費等 1.6

0.1

雑役務費

委託費 留学フォーラム開催経費等 1.1

人件費 異文化間協働活動支援員の配置 5.9

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

諸謝金 留学フォーラム講師謝金 0.1

旅費 留学フォーラム登壇者、講師旅費 0.2

計 7.3 計

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 栃木県 5000020090000 国費高校生留学促進事業 3.6 補助金等交付 - - －

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- －

4 千葉県 4000020120006 国費高校生留学促進事業 2.3 補助金等交付 - -

- - －

3 愛媛県 1000020380008 国費高校生留学促進事業 2.4 補助金等交付 -

2 兵庫県教育委員会 8000020280003 国費高校生留学促進事業 2.6 補助金等交付

- - －

7 大阪府教育委員会 4000020270008 国費高校生留学促進事業 2 補助金等交付 -

6 東京都 8000020130001 国費高校生留学促進事業 2.1 補助金等交付

－

5 茨城県教育委員会 2000020080004 国費高校生留学促進事業 2.4 補助金等交付 - - －

－

9 鹿児島県教育委員会 8000020460001 国費高校生留学促進事業 1.7 補助金等交付 - - －

- －

8 岡山県 4000020330001 国費高校生留学促進事業 1.9 補助金等交付 - -

- - －10 広島県教育委員会 7000020340006 国費高校生留学促進事業 1.6 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

－

2 公益財団法人AFS日本協会 5010405009242
異文化理解ステップアップ事
業

9.8 補助金等交付 - - －

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人ＹＦＵ日本国際
交流財団

4010405010432
異文化理解ステップアップ事
業

20.4 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 広島県教育委員会 7000020340006 国際文化交流促進費補助金 7.3 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

－

3 徳島県 4000020360007 国際文化交流促進費補助金 1.8 補助金等交付 - - －

- －

2 島根県教育委員会 1000020320005 国際文化交流促進費補助金 2.9 補助金等交付 - -

- －

6 高知県教育委員会 5000020390003 国際文化交流促進費補助金 0.3 補助金等交付 - -

- - －

5 長野県教育委員会 1000020200000 国際文化交流促進費補助金 0.7 補助金等交付 -

4 東京都 8000020130001 国際文化交流促進費補助金 1.5 補助金等交付

- - －8 群馬県教育委員会 7000020100005 国際文化交流促進費補助金 0.1 補助金等交付

－

7 熊本県教育委員会 7000020430005 国際文化交流促進費補助金 0.2 補助金等交付 - - －

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック
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